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１．はじめに

冬季の高速道路では、お客様の安全な交通を確保するた

め、路面凍結、積雪の防止・抑制、除雪等の作業（以下雪

氷対策作業）が重要な役割を担っている。各地の保全・サ

ービスセンター（以下HSC）では、当番班長が雪氷対策要

領と気象予報、気象情報、路面情報を基に雪氷対策作業の

タイミング、区間、内容を判断する。（図１） 

図１．雪氷対策作業の判断フロー 

 当番班長は、適切なタイミング、区間、内容で雪氷対策

作業を行うために多くの経験・知識を求められる。敦賀

HSC管内においては平野部等の一般的な気象条件だけでな

く、山間部も考慮する必要がある。山間部は、気象が急変

しやすく、気象予報に現れない局所的な降雪もあるため自

力走行不能車両が発生しやすい。また、路面状態によって

は晴天でも路面が凍結する場合もある。 

２．雪氷対策作業の課題 

 本稿では現状の雪氷対策作業における以下の課題に焦点

を当て、解決を目指す。 

・人の主観に依存した情報 

・雪氷対策要領のあいまいさ 

・雪氷対策基準のあいまいさ 

２－１．人の主観に依存した情報 

 路面状況の管理は定量的に行われているとはいえない。

現地の路面状況を目視にて判断し、当番班長へ結果を報

告する形で行っている。路面状況は明確な判断基準が

無いため、同一の状況においても巡回員によって結果

が異なる場合が想定される。（図２） 

図２．路面状態管理における課題イメージ 

２－２．雪氷対策要領のあいまいさ 

  現状の雪氷対策要領では、雪氷対策作業の実施基準が

明確に示されていない。（図３）そのため、現地状況

が同一であっても、当番班長の感覚や経験・知識に依

存し雪氷対策作業の実施内容が異なる可能性がある。 

図３．敦賀HSC雪氷対策要領（Ｈ29.11月版）抜粋 

２－３．雪氷対策基準のあいまいさ 

  現状は路面の塩分濃度を雪氷対策作業のための管理基

準として定めているが適正なものであるとは言えない。

敦賀HSCの融雪設備には酢酸カリウムやロードヒーティ

ング等塩分を用いない設備が採用されている。また、

設備への塩害を防ぐため塩を撒かないトンネル内も塩

分濃度での管理は困難である。 

以上より、現状の実施されている雪氷対策作業は、同

一条件であっても人の感覚や経験・知識に依存して、内容

が同一・適切でない可能性がある。また、経験浅い者にと

っては非常に難しい判断を迫られる場合も考えられる。 
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より明確で適切な路面管理を行うためには、計測機器

等を用いた定量的な路面管理手法が求められる。また、

特定の薬剤・成分によらず定量計測が可能な汎用性の高

い雪氷対策基準が求められる。 

３．新たな雪氷対策基準の提案 

 本稿では、２章で述べた課題の解決策として、雪氷対

策基準にすべり摩擦係数を用いた路面管理手法を提案す

る。すべり摩擦係数は、物体のすべり易さを表す指標と

して用いられる。寒地土木研究所では、目視路面の分類

とすべり摩擦係数との関係[1]を整理している。（図４） 

図４．目視路面分類とすべり摩擦係数の関係 

すべり摩擦係数を用いて路面状態を定量的に計測が可

能であるか検証する。その後、各路面状態、雪氷対策作

業を実施することによる値の変動データを収集し、雪氷

対策作業の実施基準を整理する。本路面管理手法により

雪氷対策作業の高度化を実現する。 

４．車載路面状態計の導入 

 ４－１．路面状態計の選定 

 路面のすべり摩擦係数を計測する機器の選定を行い、

レーザー式センサを採用した。比較結果を図５に示す。 

図５．すべり摩擦係数計測機器の比較 

スキッドテスタのような路面に直接設置して計測す

る方式は、機器自体は比較的安価に調達可能である。

しかし、連続計測が困難であるため今回の路面状態計

としては適さないと判断した。 

すべり測定車は連続計測が可能であるが、従来の雪

氷体制要員に加えて運転手、オペレータが必要となる。

また、測定車自体も高額であるため路面状態計として

は適さないと判断した。 

レーザー式センサは連続計測が可能であり、費用も

安価である。また、計測精度については寒地土木研究

所による検証結果[2]をもって十分であると判断した。 

 ４－２．車載路面状態計の構成 

４－１にて選定したセンサー含む車載路面状態計

を構築した。車載路面状態計の構成を図６に示す。 

図６．車載路面状態計の構成 

  路面状態計は波長の異なる3種類のレーザーを路面

に当て水、氷、雪の膜厚を計測する。計測した各膜

厚から相対的なすべり摩擦係数の算出を行う。計測

結果の抜粋を図７に示す。 

図７．計測結果（抜粋） 

 車載路面状態計を搭載した車両が走行した箇所は、

Webを介してHSCから計測結果が閲覧できる。計測結

果の例として敦賀市内を走行した結果を図８に示す。 

図８．敦賀市内の走行結果 



本設備を導入することにより現地の路面状態が悪

い箇所を遠隔で即座に視覚的に把握できる。計測結

果から要対応箇所が明示されているため、行うべき

雪氷対策作業の実施順序を決定しやすい。また、部

分散布、部分除雪といった従前の情報だけでは難し

かった細かな作業指示の判断まで支援が可能となる。 

５．実地検証 

 ４章で述べた車載路面状態計を高速道路本線に導入し、

すべり摩擦係数の計測を行った。計測にあたり、２章で

述べた塩分濃度では計測ができない酢酸カリウム散布装

置やロードヒーティングを設置した箇所を対象とし、す

べり摩擦係数による計測が可能であるか検証を行った。

計測結果を図９～１１に示す。 

なお、図９～１１に示す計測はそれぞれ以下の箇所で

行った。 

・図９ 舞鶴若狭自動車道 三方五湖ＰＡ Ａランプ 

・図10 北陸自動車道 上り線 刀根ＴＮ～刀根ＰＡ 

・図11 北陸自動車道 上り線 刀根ＰＡ～柳ケ瀬ＳＳ 

図９．三方五湖ＰＡ Ａランプ 計測結果 

図１０．刀根ＴＮ～刀根ＰＡ 計測結果 

 図９，１０より、車載路面状態計を用いたすべり摩擦

係数の計測を行うことで、酢酸カリウム散布装置による

効果が計測可能であった。酢酸カリウムは、ノズルから

散布された後、車両の走行により引きずられ、ノズルの

数十ｍ程度下流側まで効果があることが確認できた。 

図１１．刀根ＰＡ～柳ケ瀬ＳＳ 

図１１より、同じくロードヒーティングによる効果が計

測可能であった。ロードヒーティングは加熱ユニットが

埋設された箇所で効果が表れることが確認できた。 

本線の計測を通して、トンネル部やカルバートボック

ス、明かり部、各融雪設備設置箇所の各状況の違いをす

べり摩擦係数の値として計測が可能であった。計測精度

については、３章で述べた目視路面の分類とすべり摩擦

係数との関係と酷似した結果となった。 

６．考察 

 ６－１．すべり摩擦係数による路面状態管理 

  冬季路面管理手法として、車載路面状態計を用いた

すべり摩擦係数による路面管理は有用であると考える。

実地検証の結果から、路面状態計を載せた車両で巡回

するだけですべり摩擦係数による定量的な路面状態を

把握・管理できると考える。計測の精度についても３

章で述べた目視路面の分類とすべり摩擦係数との関係

と酷似しており、路面管理を行う上では十分な精度で

あると考える。これらより２章で述べた人の主観やあ

いまいさによる影響を低減できる。 

今後も検証を継続し、すべり摩擦係数による新たな

雪氷対策基準の決定、雪氷対策要領への反映を行う必

要がある。今回の検証だけではデータが不足しており、

各雪氷対策の実施基準を明確に示すには至っていない。

事故発生時や除雪作業後の路面状態等、自力走行不能

車両が発生しうるすべり摩擦係数、各雪氷対策作業の

閾値等が必要となる。また、過去の自力走行不能車両

の発生状況から、平坦部と比較して、上り勾配部は自



力走行不能車両の発生割合た高いため、平坦部と勾配

部で異なる基準値を定める必要があると考える。 

６－２．すべり摩擦係数と塩分濃度の比較 

 雪氷対策基準としてすべり摩擦係数は塩分濃度より

も汎用性の高い基準であると考える。実地検証の結果

から計測可能な項目の比較表を図１２に示す。 

図１２．すべり摩擦係数と塩分濃度の比較 

２章で述べたとおり、従来の雪氷対策作業の管理基

準として塩分濃度を採用している。塩分濃度による路

面状態管理では、路面上に残留した塩分の濃度を計測

し、計測した値に応じて湿塩散布等の雪氷対策作業を

行うものである。 

塩分濃度による路面状態管理では、塩分のみしか測

定ができない。酢酸カリウム散布装置やロードヒーテ

ィング、トンネル部の路面状態管理は困難であった。 

すべり摩擦係数では、塩分濃度では管理できなかっ

た酢酸カリウム散布装置やロードヒーティング等の融

雪設備設置箇所についても計測が可能であった。また、

トンネル部やカルバートボックスにおいても明かり部

や融雪設備設置箇所と同様に計測が可能であった。こ

れらより、すべり摩擦係数を雪氷対策基準に用いるこ

とは塩分濃度と比較して汎用性が高く、現地の変化を

把握するために適していると考える。 

７．まとめと今後の課題 

 本稿では、雪氷対策作業において、より明確で正確な

路面管理を行うためにすべり摩擦係数による管理手法を

提案した。車載可能なレーザー式センサを計測機器とし

て採用し、Webを介して遠隔で状況把握を可能とした。実

地検証にて酢酸カリウムやロードヒーティング等塩分濃

度によらない融雪設備においてもすべり摩擦係数であれ

ば計測可能であることを確認した。 

車載路面状態計を用いることで、すべり摩擦係数を計

測し、人の感覚や経験・知識に依存することなく、定量

的に路面状態を管理できる。現地のデータ収集を継続し、

基準値を提示することにより雪氷対策作業の高度化に寄

与できると考える。 

今後、本格的な運用が可能となるよう、データ収集と

基準値の決定を行っていく。自力走行不能車両の発生箇

所や雪氷対策作業による効果等のデータ計測を行い、各

雪氷対策作業の効果（すべり摩擦係数の上昇量）、閾値

（実施基準）を定める必要がある。また、平坦部と上り

勾配では異なる基準値を設ける必要があると考える。こ

れらを反映した雪氷対策作業の基準を決定し、雪氷対策

要領の改訂を行う。 
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